A Foreword-like Consideration on Use of Administrative Power : An Approach to the Use of President\u27s "Executive Power" by 矢邊 均
行政の権限の行使に関する序章的考察　57
行政権限の行使に関する序章的考察
―アメリカ大統領の執政権行使の問題を中心としたアプローチ―
矢　邊　　　均
Ⅰ．問題認識と射程
　アメリカにおいて大統領はほかのどの民主国家のリーダーに比べても、最も強大な権限を有して
いるという印象が一般的であろう。今日の先進的な民主主義国家群の中でも国民の熱狂的な支持を
受け、国家のリーダーとして、さらに世界各国に対してもイニシアティヴをとってきた国際社会の
“要の存在”としてアメリカ大統領を位置付けたとしても決して間違いとは言えない。それだけア
メリカ大統領の言動は世界に影響を与え続けてきている。その意味でアメリカ大統領の政治権力の
源淵たる行政における政治権力については、一国の問題としてのみ扱われ得るものと安易にとらえ
ることはできない。各国首脳は、アメリカ大統領との関係を重視し、それが直接自国の存立や自国
における自らのステイタスを維持する手段とされることもある。
　行政の長は今日において国家のありようを左右する重要な地位にある。近代国家以来の権力分立
の原理的理解においては、三権の一つを掌握する地位にあるにすぎないが、現代のように行政の役
割が飛躍的に増大し、いわゆる行政国家とか福祉国家、規制国家というようなとらえ方が一般的に
なり、行政の肥大化が劇的に進んだことによって行政の長の権限は拡大の一途をたどっている。広
い意味で事実上の独裁といってもよい政治制度を持つ国家でなくとも、行政の長が国家の指導的
立場としてより強大な地位を占めるに至っていることは言うまでもない。執政権 1 を有するアメリ
カ大統領にいたっては、“アメリカの民主的政治による統治を脅威にさらす最も危険な部門(most 
dangerous branch)である 2 ”とさえいわれる存在となっている。
　歴代アメリカ大統領の中でも就任当初からの支持率の低迷が異例とされるトランプ大統領の言動
については様々な問題が指摘され、アメリカ国内にとどまらず国際社会に対しても少なからぬ影響
を及ぼしていることは周知の通りである。良し悪しは別にして従来の政権下ではスムーズに陣容が
組織されてきたのに比べ、トランプ政権の下での実働部隊である各行政府のポストのありようはい
まだに混乱をきたしている。国内における支持率低迷は、トランプ政権の迷走と国内政治の混乱
を顕著なものにしている 3 。なぜトランプ大統領が誕生したのかについて様々な指摘がなされてい
010 行政権に関しては、従来の除外説中心の議論から執政権説や法律執行説からのアプローチをベースにした議論が
注目されてきており、今日の我が国の内閣主導の政治状況に直面し、憲法論としての行政権の検討が喫緊の課
題とされていることを念頭に考察を進めていくこととしたい。ななお、その意味ですでに重厚な議論、提言がな
されているが、特に啓発的な指摘がなされているものとして、伊藤正次「行政学から見た日本国憲法と憲法学」、
月刊『法律時報』「座談会　憲法学のゆくえ」（法律時報88巻1 ～ 3号掲載）、宍戸常寿・曽我部真裕・山本龍彦
編著『憲法学のゆくえ　諸法との対話で切り拓く新たな地平』474頁所収、日本評論社（2016）があり、これま
での議論の要点と将来的課題に関して極めて示唆的な言及がなされている。
020 See Peter M. Shane, Madison's Nightmare : How Executive Power Threatens Americann Democracy at 18-21 (2009).
030 支持率の挽回をもくろんだ外交においては、G7サミット参加への道中での中東訪問ややNATOの首脳会議にお
けるモンテネグロの首相を押しのけて自らのリーダー性をアピールするパフォーマンスなどは、アメリカ国内へ
のアピールだけを意識しただけもので、本来のリーダーとしての資質にそぐわない行動が指摘されている。
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る。その最大の要因が大統領選挙制度そのものにあるということが言われる一方、オバマ大統領の
８年間の政策の運営指揮とその成果自体にその要因が存したという指摘も否定できない。というの
も、“大統領が民主的政治にとって最も危険な部門である”という指摘がなされたのは、オバマ大
統領の任期中のことであったからである。
　オバマ大統領の就任に際して、政策運営に関する問題の指摘や批判がすでになされていたことは
よく知られるところである。特に、オバマケアと移民問題については従来のアメリカ政府の政策を
大きく転換する方針を打ち出しただけに、最初から波乱含みであったことはことは記憶に新しい。
さらにさらに銃規制についても、全米的な銃に対する伝統的な憲法上の権利意識に対して強力な指
導力を発揮することができず、懐柔色の濃い大統領令を発するにとどまったことについても記憶に
新しいところであろう。これらは結局のところ行政上いくら大統領が最強の権限を有しているとし
ても公約の実行がスムーズに運ばないことを意味しており、そこにはアメリカの三権分立制度とい
う各統治部門の権限行使と相互抑制のバランス機能が働いていることが理解できるであろう。権力
分立の原理がある意味大統領の権限行使の暴走の安全装置として機能しているというとり方もでき
るが、公約に基づく政策実現とその社会的適正という観点からは、何をもって社会的に適正な政策
なのか、また着手の時点では十分な世論形成や国民の支持が得られなくても、その政策を実現する
ことで得られる全国家的利益の最大化に寄与する可能性がどの程度あるのか、そしてその全国家的
利益とアメリカ独自の個人の自由の保障とのバランスをどのように調整し得るのか等、より現実的
な関心と大統領の行政上のリーダーシップの在り方の関係をどのように調整・理解すべきかは、結
局のところ今日の行政国家における“行政の長”の役割を考えるうえで極めて重要であることは明
らかであろう。
　“行政の長”としていかなる権限を有しそれを行使することによっていかなる国家的利益を実現
し得るのかは、今日の行政国家における民主主義の根幹にかかわる問題であり、厳密には国家的
利益と国民の利益が必ずしも一致するわけではないがゆえに、その問題も含めれば、より困難な問
題であることは容易に理解できる。究極は国家そのものの在り方に帰着する問題であるが、本稿
では、いわゆる行政に関する権限について、国家のリーダーたる“行政の長”が有する権限に関し
て、“執政権”をキーワードに、“行政の長”がいかなる法的根拠においてその裁量を実行するの
か、すなわち自らの判断で政策を実現するのかという問題を考える上での糸口を整理することがそ
の目的となる。
Ⅱ．執政と行政
　歴史上国家の支配権・統治権については、特にキリスト教社会において、宗教的権力と世俗的権
力の精巧なバランスの上に成り立っていたが、そのバランスが崩れ絶対王政そして制限王政の時
期に、全国家的な作用すなわち包括的な国家作用すべてを君主が総攬していたという理解から始ま
る。厳密性は欠くものの、権力分立の考え方の契機となる−−−モンテスキューの三権分立のヒント
となった−−−絶対権力に対する安全装置としての代表議会による君主の権限の抑制機能が登場し
た中世イギリスの制限王政以降、市民革命を経て権力分立の原理とその実践が顕在化した近代市民
国家にいたる以前は、国家の支配権・統治権は執政を一つのキーワードとして理解することができ
る。統治に関する権限が未分化で権力が集中した形態に当時の民衆が取り込まれた経緯についても
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理解が必要なところではあるが、それを国家統治の前近代的形態として歴史上とらえたうえで、そ
れ以降の統治形態を考える嚆矢と位置付けることで、今日の統治の実態をあぶりだすことは、ま
さに国家の発展の歴史において変遷を遂げてきた統治形態を考えるうえでそれなりの意義がある
と思われる。
　というのも、憲法領域では権力分立についての議論において根強くその指導的地位にあった控除
説について、先に触れたように示唆的な指摘がなされるにいたったことは今日の行政に関して噴出
する問題に対する危機感が当然に存しているからに他ならない。かような状況にいたったのは、そ
の議論のプロセスにおいて行政権の憲法上の位置づけについて確信的かつ説得的な推論が実際の政
治制度の実質的変化に追いついてこなかったこと、さらにある意味今日のアメリカや日本のように
極めて明確かつ強力な“行政の長”による執政行為が顕著になるまで油断があったこと 4 、そして
特にトランプ政権の型破りでは済まされない裁量権の行使について国際世論が敏感に反応している
ように、政治状況が民衆にさらされる機会が急増することで喚起された関心等様々な要因が複雑に
絡み合っていることは容易に理解し得るであろう。そして、民主主義とポピュリズムとが微妙に競
合し吃水域を形成している世界的政治状況を目の当たりにして、これら諸状況下での行政権行使の
あり方についての議論がさらに加速するであろうことは至極当然である。
１．執政への回帰
　“行政”について、憲法学と行政学との間では着目点、関心事から、そのとらえ方が異なること
はよく知られている。特に憲法・行政法の領域においては、控除説によってそれをとらえようとす
る傾向が強く国家による“行政”の詳細なダイナミズムを十分にとらえきれずに来たという批判的
指摘 5 がなされている。大きくは権力分立の原理的理解にかかわるところであるり、アメリカのよ
うな厳格な三権分立制とイギリスや我が国のような議院内閣制をとる場合とでは、統治システム自
体の違いを含めて正確な分析も必要とされるところであるが、最終的に現代国家において“行政”
が統治機構の中で最も直接的に国民に利益を配分する役割を担っている 6 という点では大きな争い
は存しないといえよう。
　問題は、その配分のプロセスのさまざまな段階でなされる決定とその実現・執行の積み重ねが具
体化することにより最終的にいかなる効果が生じ、それがどのように評価されるかである。受益者
たる国民は自らに具体的な不利益が生じるであろう段階にきてはじめて行政に対して法的なアク
ションを起こすことができるわけだが、その段階にいたるまでの道のりですでにさまざまな行政部
の意思が働き、それらを遡ってく覆すことは相当の困難を伴う。特にいかなる段階でいかなる裁量
がなされ決定・実行にいたったのかを疎明にすることの困難は内閣機能の強化によって更に高度な
040 学究的責任であると言っているわけではないが、少なくとも国民の政治意識の低迷に対する各方面からの働きか
けが不足していたことは否めない。
050 例えば、阪本昌成、『憲法理論Ⅰ（補訂第三版）』364頁以下参照　成文堂（2000）。
060 佐藤幸治・初宿正典・大石眞編『憲法五十年の展望Ⅰ−統合と均衡』所収、阪本昌成「第4編　議員内閣におけ
る執政・行政・業務」204頁、208頁（1998）。国家の役割を所得の再配分を通した社会的利害の調整と社会正義
の積極的実現に置きつつ、民主政治の実相からアプローチすることにおいて、より批判的に行政国家をとらえて
いる。行政国家自体の本質を見極めつつそこにおける“執政”の意味を考えていくうえで極めて重要なポイント
である。
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ものとなっていることは、内閣総理大臣の意向に対する行政機関の“忖度”の有無にかかわる国会
での議論の応酬からも明らかである。
　そこで問題となるのが、行政機関の頂点にある内閣の長たる内閣総理大臣の権限の法的位置づ
け、権力分立における位置づけである。特に行政庁としての内閣総理大臣は他の行政庁の頂点にあ
り、さまざまな行政行為に直接的あるいは間接的に影響を与える存在であることは否定できない。
そしてその影響力の淵源が行政権を掌握する内閣総理大臣の裁量にあるという一つの仮説に行き着
く。実際に我が国独特の表現で翻訳が困難とされる“忖度”は、まさに権限とそれに基づく裁量を
前提とするといってもよいのではないか。というのも、行政行為については、法治主義の下で覊束
行為と裁量行為に大別されるが、特に後者は今日の行政国家、規制国家においてはより実働的機能
を有し、行政側の迅速な対応を担保するうえで極めて重要であることは言うまでもない。ただそれ
と同時に、行政庁がいかなる場合にいかなる行政行為をなすかについて法律上明確に定められてい
なければ、それらは行政庁にゆだねられているということでもあり、裁量をどうとらえるかによっ
て、行政庁が判断し決定した行政行為についてどのようにしてその違法性を指摘し得るかという問
題が当然出てくる。そして、そもそもが行政庁に裁量権があるとしても、その裁量権が何によって
与えられているのか、法治主義の下では当然それには限界が存しなければならず、そこに行政権の
踰越や濫用の問題についての議論が惹起される。内閣総理大臣の裁量についても同様である。
　ところで、大統領についてはというと、議院内閣制をとる権力分立システムに比べ三権の分立が
リジットでありながら、かたや国家元首という地位を有していることから、上とは異なる見方が必
要になる。すなわち、三権分立制度における“行政の長”という観点からは、合衆国憲法第2条1
節1項 7 に基づいて文言上解釈の争いがあるところであるが、大統領には行政権が与えられており、
また大統領は合衆国憲法第2条3節 8 、いわゆる“Take Care Clause”において法律が忠実に執行
されるよう配慮する義務が課されている。単純な見方をすれば“行政の長”としての地位が定めら
れているに過ぎないように見えるが、それほど簡単ではないことはよく知られているとおりで
ある。
　そもそも、合衆国憲法第2条1節1項では“executive power”と記載されており、厳密に訳せば、
“執政権”ということになり、これは日本国憲法の英訳においても同様であることは周知のことで
ある。何故“executive power”＝“行政権”と訳され、そのような理解が一般的であるとされる
かということについての検討は別にして、アメリカの場合に限って考えれば、国家元首という地位
に由来する表現として、伝統的な君主主権国家の元首が有していた権限をイメージすると、確かに
“執政”という表現が全く今日の立憲民主主義の国家統治にそぐわないものになっていると素直に
とることができよう。一体、アメリカ建国に際してフェデラリストが大統領をどのように位置づけ
ようとしてきたかについては、議会の暴走を抑止する安全装置として機能させようとしていたこと
がマディソンの論考 9 からもうかがえる。国王大権の下でその輔弼機関によって国王の意思を実現
すべく執行されたもろもろの国家作用を“執政”のイメージとするならば当然今日のそれとは大き
070 U.S.Const.,art.Ⅱ§1,cl.1.
080 U.S.Const.,art.Ⅱ§3.
090 A.ハミルトン・J.ジェイ・J.マディソン著、斎藤眞・中野勝郎訳『ザ・フェデラリスト』第48篇立法部による権
力侵害の危険性～第51篇抑制均衡の理論、225 ～ 245頁（岩波文庫）参照。
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な隔たりがあることは当然であるが、現実問題として、国家元首たる大統領が今日における統治シ
ステムの在り方を誤解し、自らの権限の行使を極めて恣意的な裁量に基づいて決定・実行するとい
う振る舞いは、時代錯誤の謗りを免れない。
　アメリカにおいては、大統領の権限を執政権と理解することについて、単純に言語表現上ダイレ
クトに訳をあてれば済むという程度ではないにしろ、もともと議会優位の三権分立制度において、
行政とは立法に基づいて法を執行することであり、その担い手である行政組織は議会の行政統制下
にあって、監視・監督されている。それゆえ、かような制度設計の下、いわゆる行政府は大統領を
頂点としているが、実際の法の執行は各省庁が担うのに対して、大統領はそれらに対してリーダー
シップをとるにすぎず原則的に直接的な執行にはかかわらない。むしろ直接的には、政策実現をに
らんだ対議会権限−拒否権と教書権−の行使の方が影響力を及ぼしやすい10。
　アメリカの三権分立制においては、国家元首としての大統領の地位を承認しつつ、統治システム
において抑制と均衡のバランスを担保する機能を持たせたことで、結局大統領といえどもその権限
には常に限界が存しているという建国当時からの大原則はいまだに維持されている。ある意味かよ
うな歴史的伝統に裏付けられた三権分立制は、これまでさまざまな大統領の交代とそれによる政
策の転換を受容しながらも、今日のアメリカ国家の地位を保ってきたという確信があるゆえに、前
代未聞の大統領の誕生とその振る舞いに対しても、結局は建国以来の経験的裏付けの下での制度設
計に基づいた統治システムにおける手続によって毅然とした対応が粛々となされ、国家的混乱にい
たっていないと考えることもできよう。
　ところで、上に見たように、アメリカにしろ日本にしろ、そもそも行政国家という現代社会の要
請にこたえる政府運営により肥大化した行政権の行使の在りかたは、行政における法執行というカ
テゴリーではおさまらないさまざまな政策の実行とそのリーダーシップを握る“行政の長”たる大
統領や総理大臣の権限の行使の問題として具体化してきていることは明らかである。いわゆる“執
政”というカテゴリーにおいて検討されるべき問題で、それゆえ改めて“執政”というキーワード
が現代の行政を考えるうえで極めて重要になってくる。
２．考察における“執政”の理解・位置づけ
　権力分立における“行政”は、わが国の憲法学の領域においては控除説が通説的理解として根強
いことは周知のとおりであるが、この説は行政概念についてマルチなアプローチができることがそ
のメリットとされる。しかしその反面、広範な行政概念を容認することになり、それはまた消極的
な定義であるともされるがゆえに、行政権の内容が具体化されることなく、行政国家現象の肥大化
を促進することにもつながるという批判を免れないという指摘もなされてきた11。通説的理解が普
遍性を維持し得るわけではなく、時間的経緯や社会事情の変化等状況に応じ通説的地位を他の説に
10 大統領の権限行使については伝統的な理解に加え更なる手法により議会に対して影響を及ぼす新たな「現代的大
統領制」についての論究がなされている。梅川健著『大統領が変アメリカの三権分立制—署名時声明をめぐる議
会との攻防』東京大学出版会（2015）。
11 例えば、麻生多門「権力分立原理の受容と展開」鳴門教育大学研究紀要第21巻258頁（2006）、村西良太「執政
機関としての議会−「執政」概念をめぐる批判的考察−」法政研究第74巻1号45頁（2007）、多田一路「「執政
権」論のあやうさ」大分大学経済論集第5巻60頁（2001）。
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譲り渡す可能性を常に有していることは否定できない。それが、控除説に対する諸説の論理展開を
導くことになったことも明らかである。
　ただこれらの論争については先行研究の蓄積がすでに存し、本稿はそれらの示唆的言及に学ぶに
すぎず新たな論究を展開しようとすることを直接の目的とするものではない。
　ただ、今日の政府の行状については、その決定と実行の淵源たる裁量がいかになされているのだ
ろうか。まさに“執政”における法の及ばないであろう領域での方針の決定や実行に関する執政者
の選好が、少なからず国家の行く末にかかわりを持っているという確信に近い憶測と危機感を否定
し得ない政治状況にあることは首肯し得るのではないか。本稿における関心はまさにその観点か
ら、執政府の裁量の在り方そのものにある。そもそも“執政”における裁量は、“行政”と“執政”
との関係をどう理解するかにもよるが、後者におけるそれの方がより広く自由であることは容易に
理解できる。それゆえそれを政治的なダイナミズムとのバランスをとりつついかにして法的コント
ロール下に置き得るか、そのために権力分立はいかなるシステムでなければならないのかを考える
うえで、“執政”における裁量について検討することはそれなりの意義が存する。
　ところで、“行政”と“執政”との差異を明確にすることが極めて重要であることは言うまでも
ないが、今日の政治状況における裁量権の行使を問題とする場合、特に後者における裁量にこそ現
代的執政の特徴を見出すことができる。その意味でまず簡単に“執政”についてみたうえで次章に
おいて、特に現代的“執政”とそれに対する法システムによる抑制と均衡が機能しているアメリカ
大統領の権限行使と三権分立のシステムについてみていくことにする。
　そもそも、“執政”を理解する前提としての“行政”については、大きく消極説と積極説に分け
られることはよく知られている。前者の立場に対しては、確かに“行政”の在り方を概括的に把握
するという点では利するところはあるが、歴史的展開を経て今日ある行政国家において実際に行政
府によって行われている“行政”をとらえるうえで、実質的意味の“行政”をまさに“控除された
領域”とすることにはそれ自体が実質性を欠いているという極めて単純な批判にとどまらず、様々
な論点からの批判がなされている12。これに対して、積極的な立場は、「法の下に法の規制を受け
ながら、現実的に国家目的の積極的実現を目指して行われる全体として統一性を持った継続的な形
成国家的活動である13」とする定義を足掛かりに、“行政”の概念の実質を明確化しようとする。
　控除説に対する批判的指摘はまさに控除されざる部分についていかなる論理を背景に切り込んで
いくかということでもあり、控除説の難点とされるところであり多くの論が展開されている14。確
かに控除説は今日の権力分立における“行政”の位置づけを概括的に説明するうえで今日の統治機
構の成立にいたる歴史的経緯をたどることにおいては妥当とされるところである。しかし、“行政”
が実態としてどのような展開をしてきたか、その結果今日に至っているかに関し、政治と“行政”
との相互関係・相互依存に注目して国家目的とその実現の効率性という行政学的視点からアプロー
チするというプラグマティックな分析については、学問領域の方法論的互換性のすり合わせが十分
とは言えなかったことは否定できないであろう。
12 例えば、阪本前掲註＊＊＊239頁。
13 田中二郎『新版行政法（上）[全訂二版]』5頁、弘文堂(1974)。
14 阪本前掲註6、239頁。
行政の権限の行使に関する序章的考察　63
　控除説に対する批判的指摘において、“「行政」概念が専制国家における官房学に発したことを看
過している15”という言及が存している。この指摘は立憲君主制以前の“執政”による“国家の意
思”という名目の“君主の意思”の実現という観点から今日的“行政”を区別することや、行政国
家における“行政”概念の混乱をいかにとらえるかを考える問題提起と解することも可能であろ
う。そして政治と“行政”とをどこで分離し、また融合させるか、それによって国家目的をいかに
効率的に達成するかという問題は、厳格な理論による裏付けが模索される控除説にかかわる大きな
議論の中に包摂されるものであっても、とりあえずは、現在の我が国やアメリカにおける政治状況
とその下での実際の“行政”のありようをとらえていくうえでの糸口となりえるとは言えないだろ
うか。
　かような理解を背景とし、現在の政治状況と“行政”とのかかわりを考えるうえで、今日のそれ
を“執政”すなわち政治過程を国家統治に組込み、政策実現に向けて行政組織全体を統括・監督
する作用ととらえた場合16、一体いかなる法的問題が生じ、また実際に行われている“執政”に対
して法的コントロールがどのように及び得るのか。行政法律主義という大原則の下で、“行政の長”
たる内閣総理大臣や大統領、それらを頂点とする内閣府や大統領府、そしてその他の行政機関がい
かなるプロセスにおいて国家目的を達成しようとするのかという、一見明解に見えるが実はブラッ
クボックスでもある関心事について検討する場合、“執政”は極めて重要なキーワードであり、そ
れを糸口に現在の政治状況と“行政”にアプローチすることには一定の意義があると思われる。
Ⅲ．アメリカ大統領の権限
　今日の行政国家において“行政府の長”が行政法律主義の下で忠実に法を執行するという一見常
識的理解が異論なく受容されるとはいいがたい状況にあることは、日本においてもアメリカにおい
ても実際の政治状況を見れば明白であると言わざるを得ない。両国において権力分立の形態は異な
るものの、“長”としての権限の行使の範囲拡大の無軌道化あるいは独善的解釈に基づいた無秩序
化が顕著にみられることだけは否定できない。そもそも行政を捉える場合その前提として権力分立
があり、三権のうち特に行政と立法との関係において日米の制度設計の差異があるものの、行政府
と立法府の間で、いかなる国家作用をどちらに配分し、その配分に基づく権限をどのように関係さ
せ、それを維持していくのかという基本的な関心に基づいて検討がなされる17とされる。
　我が国のような議院内閣制のように内閣の権限について、上にみたような控除説とそれに対す
る積極的な解釈との間での論争は、行政と立法のより密接な連携を可能とするシステムのメリッ
トとデメリットについて、従来の憲法学的視点に行政学的な視点を加え、より実態に即した解釈に
より、国民の利益の最大化を実現するダイナミズムを追求することにあるといってもよいと思われ
る。ただし、今日の民主主義が単純な功利的成果を求めるものではないという本質的理解から、国
家作用の分配と統治機関の抑制・均衡を慎重に見極めていかなければならないという、効率性とは
15 同上
16 “執政”をどう定義するかは、いわゆる辞書レベルでの理解でもある程度イメージは可能であるが、簡潔にまと
められているものとして、麻生前掲註＊＊＊263頁参照。
17 このスタンスを明確に示しているものとして、駒村圭吾『権力分立の諸相−アメリカにおける独立機関問題と抑
制・均衡の法理』11頁、南窓社（2002）参照。
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相反する機能について制度設計当初の意図と今日的実態の差異には十分な注意が払われなければな
らない。議院内閣制と大統領制いずれも民主的コントロールによる権限の一極集中を許さないシス
テムとして機能すべきものが、今日的行政国家への飽くなき要求−−−あえて単なる福祉国家の理想
を実現する国家を前提とせず、極めて広範な社会経済的民衆の要求−−−を実現するマルチ機能国家
たるを得ない状況において、権力の集中という効率を正当化する社会情勢を背景として、“行政の
長”が自らの裁量で自らのリーダーシップを発揮することによって、少なからぬ社会的批判を惹起
するという事実状態が過去に比較し顕在化していることは否定できない。その意味で、今日の“行
政の長”の実行的権限は国家のミッションの今日的アポリアの上に成り立っているといってもよい
のかもしれない。そして問題は、最終的にその権限行使を民主的にコントロールし得るかという問
題に帰着する。
　アメリカの大統領制は、国際社会において少数派でありながら外見上権力分立のシンプルな形態
としてよりリジットに統治システムが整理されている。その意味で、議院内閣制と比較して権力分
立における“行政の長”として大統領の権限を他の権限との形式的連関において−−−より独立性を
担保して−−−明解に把握し得るような外観を呈している。“行政の長”が三権において事実上優位
な地位にあるという共通性はあるが、“行政の長”としての純粋な権限と他の権限との形式的側面
と実務的側面という視点から、その権限が法システム上その拘束の内外でいかなる位置づけがなさ
れているのかを見極めるうえで大統領制は一つの指針とされ得る可能性を有していることは明らか
であろう。以下では、かような観点からアメリカ大統領の権限について概観する。
１．大統領の権限に関する批判
　フェデラリストが想定していた連邦議会構成とは大きく乖離した現在の二大政党制は、結果とし
て大統領の権限を伝統的な憲法秩序に重大な危機をもたらすものとなっているという指摘18がな
されている。大統領の権限行使の危険性が具体的に問題となった代表的ケースとしてあげられるの
がトルーマン大統領が強権を発動したYoungstown事件19である。トルーマンは、在任期間中に国
際連合の創設や国内行政においてはPENTAGONやCIA、NASAなどの創設にかかわり、今日の
大統領権限の強大化の下地を作り上げたといってもよい人物である。この事件には、製鉄所の労働
者のストライキによって軍事物資の流通が滞る危険性を憂慮して、製鉄所を政府の管理下に置く大
統領令を発したケースで、連邦最高裁における違憲判決が下されるまでその状態が継続した20。
  議会の承認を得ることなく、行政権を直接行使するために発せられる行政命令は、裁判所がその
適否を判断する安全装置として機能する21ものの、君主制における勅令に相当し、法律と同等の
効力を有しているがゆえにその威力は大きい。ただし、連邦憲法においてその権限がいかに制限さ
れるかについては明確に規定されていないとされる。そもそも、大統領の強いリーダーシップを支
える強大な権限の存在は明らかであるが、その“権限(powers)”は“権力(the power)”とは明確
18 Burce Ackerman, The Decline and Fall of The American Republic at 4, The Tanner Lectures on Human 
Values (2010).
19 Youngstown Sheet & Tube Co. v. Sawyer, 343 U.S. 579 (1952).
20 See id. at 587.
21 今村浩＝三好陽編著、『巨大国家権力の分散と統合−現代アメリカの政治制度−』9頁、東信堂（1997）。
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に区別されなければならず、それゆえ権限が実効性を持った権力行使を意味しない22ともされる。
そして“権限”が法的な裏付けによるものに対しては、“権力”は社会的なもので、“社会成員が持
つ個々の潜在的な力を結合して、一個の集合的能力にまで高めたもの23”ともされる。さらに“大
統領が強大な権限を持ちながら、権力において必ずしも強大でないとすれば、それは大統領がアメ
リカ国民の集合的能力を有効に駆使していない”からで、“それは一方で大統領個人の資質と技能
の問題であるが、他方で個々の潜在的な力を一個の社会的な力に集結させる制度の問題でもある”
という指摘24がなされている。
　この指摘を現在のアメリカ大統領の政権運営に重ねてみると、大統領の極めて限定的な能力−−
−奇を衒って支離滅裂だけれども注目を集める能力−−−を武器に大統領の座にまで上り詰めるもの
の、自らの政策実現については政策自体の未熟さと権力分立の制度自体の障壁ゆえにその地位自体
の価値を貶めているという様子が全世界的に映し出されている。その意味では、権力分立という統
治システムにおける大統領の地位はいかばかりかという印象を持たないわけではないが、元首とし
ての位置づけという側面からのアプローチではやはり侮れない存在であり、すでに先に触れたよ
うに今日的行政国家における行政への過大な要請と行政の肥大という現実を直視した場合、その権
限と権力についての精査は極めて重要な意味を持つ。そしてこれは単に大統領制における“行政の
長”の権限、権力問題にとどまらない。制度上の違いがあっても、“行政の長”たる地位にある者
が、制度上いかなる権限を持ち、権力を行使するのかを考えることは、特に我が国のように憲法改
正という国家の存立にかかわる事項について重大な議論を控えている今日、その両極の一方のイニ
シアティヴをとる“行政府の長”の権限及び権力の在り方を見ていくうえでも極めて意義のあるこ
とであることは言うまでもない。
　ところで、大統領の権限の行使を平面的に執行権ととらえるか執政権とするかについては、
executive powerを訳すうえで何に注目するかによって異なってくる。executive自体の訳だけで
も、形容詞としては、“実力のある”、“法を執行する”、“法の執行に関与する”、“行政上の・行政
的な”、“行政部の”、“執行部の”、“管理職の”等、また名詞としては、“（政府の）行政部”、“執行
部”、“行政官”、“行政的手腕家”、“経営者・支配人”等があげられている25。短絡的な意味の捉え
方であるが、日常的にどのような使われ方をしているのかという、より一般的な目線での理解の一
助となりえる。単語のニュアンスとして、単に表面的な“行政”と“執行”という核となる意味に
加え、“行政的手腕家”や“支配人”という意味は、あながち法的・政治的解釈での争点とされる
“行政”と“執政”の認識の問題と全くかけ離れたものではないといえよう。そして社会的にかよ
うな意味で用いられているということ自体、大統領の権限行使に対する批判的見方が存することを
含意するものであるともいえるであろう。
　よりアカデミカルな批判として、上記のような負の評価について、大統領の権限の実態的変遷を
とらえ、以下のような予言的言及もなされている。すなわち、“大統領権限の概念は伝統的な政治
形態(traditional polity)の過激な変容を暗示するほどに包括的で独断的なものとして増長し続けて
22 阿部斉著、『アメリカ現代政治〔第2版〕』68頁東京大学出版会（1995）。
23 同上同上69頁。
24 同上。
25 小稲義男編『新英和大辞典』研究社による。A.
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いる”ことについて言及したうえで、“憲法上の大統領職というものが帝政的大統領職になってし
まっている”という痛烈なものである26。そしてまさに今日の大統領の権限は“度を越した執行権”
であるというダイレクトな指摘27も珍しくない。
２．今日的批判の背景
　トルーマン大統領の権限行使のような当時の社会情勢を背景とした政府の強硬的姿勢が連邦最高
裁によって違憲とされたものの、政府にとってはその権限行使の政治的正当性を裏付ける理由を見
出しえたであろうと推測されるのに対して、トランプ大統領に対する批判は、そのレベルにまで達
していないといってよいであろう。その詳細については、社会情勢がいわゆる国策として民主的な
支持を得ることができるレベルにまで達しているか否か、そしてその支持を得るだけの身分にふさ
わしい資質を持ち合わせているかということについて精査する必要があることは確かである。
　しかし、トランプ政権になって突然に大統領の権限行使についての批判がなされるようになっ
たわけではない。大統領の権限の行使のノウハウは、歴史的経験の積み重ねで変遷を遂げてきたと
いってよいであろう。しかし、その行使に対する批判は時代背景を反映しつつ、伝統的慣習を含め
た連続性に贖う権限行使がなされた場合に、それが社会的支持を得ることができるかが極めて重要
になってくる。その典型としてあげられるものとして大統領の署名時声明28や大統領令の問題など
がある。かような権限行使が批判の対象とされるようになったのはカーター政権以降のことで、こ
れが先例として権限行使のモデルとなり、それに対してたびたび批判がなされてきたとされる29。
　かような観点からトランプ政権への批判を見ると、その先例としてあげられるのがオバマ政権の
権限行使への批判であるとされる。そもそも2大政党制が固定しているアメリカにおいては、政権
政党に対して対立政党による極めて厳しい批判がなされるのが常である。その批判は中間選挙にお
いてより鮮明になり、議会の勢力に関しても政権政党の対立政党が多数を占めることが多い。最近
ではクリントン政権、ジョージ・W・ブッシュ政権のいずれにおいても中間選挙を境に対立政党が
議会の多数を占めた。後者については、民主党が中央集権的政府主導30を徹底的に攻撃したこと
は記憶に新しい。そして、オバマ政権においては、1期目の中間選挙において下院が共和党優勢と
なり議会内でのねじれが生じ、2期目にいたっては上院も共和党優勢となり今度は大統領と議会の
間のねじれが顕著になった。その結果としてオバマ大統領の政権運営は極めて厳しくなった。2014
年7月の時点の世論調査の時点で、アメリカ国民の約33%が“オバマ大統領は弾劾裁判により辞任
すべきだ”と考えているという調査結果のの内容が報道された31。
26 See Arthur M. Schlesinger, Jr., The Imperial Presidency ⅲ (1973).
27 See e.g. Cary Coglianese & Christopher S. Yoo, The Bounds of Executive Discretion in the Regulatory State, 
164-7 Univ. of Penn. L. Rev. 1587 at 158 (2016).
28 梅川前掲註10。
29 同上。
30 See Ted Cruz, The Obama Administration's Unprecedented Lawlessness, 38 Harv. L.J. &Pub. Pol'y 63 at 99 (2015).
31 CNNの調査による。弾劾裁判を受けたクリントン元大統領（29％）、弾劾訴追の動きがあったブッシュ前大統領
（30％）を上回る数値であった。ただしあくまで、弾劾と訴追に反対と答えた国民が多数という見出しであった。
Paul Steinhauser, CNN/ORC Poll : Majority say no to impeachment and lawsuit, CNN Politics (July 25, 2014), 
http://politicalticker.blogs.cnn. com/2014/07/25/connorc-poll-majority-say-no-to-impeachment-and lawsuit/
comment-page-24/ (June 10, 2017 11:33 UTC).
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　オバマ大統領の代表的な政策といえば、オバマケア、移民政策、銃規制がよく知られている。そ
れらの政策についてアメリカン・イディオロギーのアレルギー反応は極めて強く、2014年11月、
オバマ大統領が移民制度改革（DAPA : Deferred Action for Childfood Arrivals）−−−アメリカ国
籍を持つ子供や合法的滞在資格を持つ子供の親が不法移民であっても、当人の強制送還を一時的に
猶予して労働資格を付与する−−−についての大統領令を発したことで、テキサス州をはじめとする
26の州政府が違憲だとしてオバマ政権を提訴し、その判断が最終的に連邦最高裁にゆだねられた。
最高裁では意見が同数で割れ32、結果的に連邦控訴裁のDAPAを無効とした判断33が維持される
ことになった。この結果については、オバマ大統領の連邦最高裁判事の指名に対して上院が強硬に
反対したことがその要因であるという指摘34もなされているが、オバマ政権が議会と連邦最高裁の
いずれも味方とはなりえない厳しい状況に立たされることになったという事情は、政策実現にも極
めて大きな打撃となったことだけは確かである。保守対リベラルにおける対立とシンクロというア
メリカン・イディオロギーのアポリアにおいては、国民の支持を集めて大統領に就任したといって
もその政策実現まで含めて支持を得ることは極めて困難であることを象徴するものであろう。
　オバマ政権は“チェンジ”というキーワードで「本来のアメリカが進むべき方向に軌道修正す
る」ことを期待されていた35が、それと政策実現は必ずしも方向が一致するものではなかったと解
すことができる。またそれはオバマ政権に対するアメリカ国民の期待と現実の乖離がトランプ政権
誕生の要因でもあったといえよう。トランプ政権もオバマ政権以上の批判を浴びているが、それも
また軌道修正に対する期待の喪失感からであるともいえよう。
３．批判の核心と大統領の権限の実体
　アメリカの象徴的存在として大統領に対して何を期待するかは、単純に政策実現にあるわけでは
ない。期待が失望に変わり、次の大統領選挙にアメリカ国民が何を求めるかについては、結局のと
ころ常にアメリカがアメリカたることであり、そのアメリカの実像と将来像が明確なわけではない
ように思われる。そこで重要になってくるのが、大統領がいかなる意図をもってアメリカの舵取り
をしているのかという至極当然な関心である。行政国家が規制国家たる所以とその展開の経緯を背
景に、特に今日の執政府としての色彩を強く帯びている大統領の地位と権限の劇的強大化は、建国
当時と比較してアメリカ国民にとってまさに生活のあらゆる局面や経済社会そのものに影響をおよ
ぼし続けていることは否定できない36。トランプ大統領がいかに批判の対象とされても、その地位
が安泰であればニューヨーク株式市況はそれを好感し高値を更新するという実情は無視できない。
　大統領を頂点とした行政機関がいかなる根拠でいかなる権限を行使するのかは、アメリカ国民の
32 United States v State of Texas, 136 S.Ct. 2271 (2016).
33 State of Texas v. United States, 809 F.3d 134 (5th Cir. 2015).
34 See e.g. Adam Liptak & Michael D. Shear, Supreme Court Tie Blocks Obama Imigration Plan, N.Y.Times (June 
23, 2016), http://www.nytimes.com.2016/06/24/us/supreme-court-immigration-obama-dapa.htm (June 13, 2017 
1:37 UTC), Ariane de Vogue, Supreme Court divided on Obama's immigration actions, CNN Politics (April 18, 
2016), http://edition.cnn.com/201604/18/politics/supreme-court-immigration-exective-actons-texas/index.html 
(June 13, 2017 3:15 UTC).
35 中山俊宏、『アメリカン・イデオロギー−保守主義運動と政治的分断』169頁、勁草書房　（2013）。
36 See Cary & Christopher supra note 27 at 1589.
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最大の関心であるが、それは各行政組織によって行使された裁量(discretion)を精査と関与の適切
な問題とすることで、国内行政機関がそのような権限を行使し、どのようにしてそれらの決定事項
を重大なものとするのかというより具体的な関心として顕在化するのは当然のことであるとされる37。
そもそも大統領が権限を行使できるのは議会の授権に基づくものであり、連邦憲法と制定法に基
づいて大統領が授権の範囲内で自らの権限を行使する。大統領といえども常に法システムの歯車で
なければならないのが原則である。大統領という歯車が自らの裁量で動こうとしても、議会の承認
や事後的ではあるが裁判所の速やかな判断という安全弁の作動の両方に十分な配慮がなされなけれ
ば、結果として実現可能性は低い。
　先に触れたようにオバマ政権の政策実現には、特に対立政党が多数を占める議会の承認を得なけ
ればならないこと、着手後の訴追に対応しなければならないこと、裁判所の判断次第で政策実現が
頓挫するリスクが常に存在すること等の障害が立ちふさがっていた。そこで、特に議会の承認とい
う正規の手続に基づく対立政党の抵抗や妨害という高いハードルをクリアするというよりはやり過
ごす手法として用いられたのが“大統領令(executive order)”であるとされる38。
　ただ、この“大統領令”についてはその捉え方において混乱があることが指摘されている39。そ
してこの捉え方自体にオバマ政権の功罪が存しているともされる40。すなわち、“大統領令”と一
般に表現されている言葉自体、厳密には“大統領の行動(Presidental Actions)”という項目の中に、
“行政命令(Executive Orders)”、“大統領覚書(Presidental Memorandum)”、“布告(Proclamations)”
があり、通常“大統領令”といえば“行政命令”を意味すると解される傾向があったが、オバマ政
権においてはそれに加え“大統領覚書”を含んだものと解され、実際にそのような形で政策実現の
ために“大統領令”が用いられ、特に“大統領覚書”が多用されたとされる41。大統領の政策実現
の手法を、“行政命令”に原則的に限定されていた“大統領令”を包括的な“大統領の行動”に広
げることによって、オバマ政権は政府の機能不全の打開を図る手段に打って出るという、既存の枠
組みを逸脱する手段に頼らざるを得なかったことが、オバマ政権への批判とともに負の遺産として
トランプ政権へ引き継がれることになった。
　オバマ政権では、“行政命令”の多用が権力濫用という負の印象を強く与えるものだという認識
のもと、それを回避する手段として“大統領覚書”を採用し、多用した。そしてその手法は、まさ
にトランプ政権に引き継がれ今日の騒動のもとにもなっているとされる42。
　オバマ政権が政策実現の方策として取らざるを得なくなった手段としての“大統領覚書”の多用
は、大統領の権限の行使の変容として捉えられる。大統領が議会との駆け引きにおいて従来通りの
37 See id.
38 See id.
39 梅川健、『第７章　大統領による政策形成と「大統領令」：オバマからトランプへ」61頁以下、http://www2.jiia.
or.jp/pdf/resarch/H28_US/07_umekawa.pdf (June 24, 2017 1:17 UTC)。現代におけるアメリカ大統領について
多方面からの分析を行い、極めて詳細な紹介がなされている。同氏が参加する東京財団の「アメリカ大統領分析
プロジェクト」ではより広い視野からアメリカ大統領の分析がなされている。http://www.tkfd.or.jp/research/
america/6jg25-1 (May 3, 2017 1:03 UTC).
40 梅川健、アメリカ大統領プロジェクト、『トランプ大統領と「大統領令」：とくに行政命令について」、http://
www.tkfd.or.jp/research/america/6jg25-1（June 3, 2017 1June3:03 UTC)..
41 同上。
42 同上。
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手法が通用しがたいとはいえ、できる限りアメリカ国民の感情を逆なでせずに一定の成果を出すた
めのやむを得ない手段を用いることについて当然それに対する反発は避けがたかった。議会の影響
力を最小限にとどめ、完全ではないにしても政策をどこまで実現できるかは、大統領という地位に
ある以上最優先の課題であることは否定できない。“行政命令”によって政策変更をする場合には
根拠法に議会の権限との兼ね合いで大統領の権限が制限されるおそれが大きいのに比べ、“大統領
覚書”は根拠法を明示する必要がないゆえに、大統領に対する授権が曖昧な事柄についても、それ
があたかも大統領の権限であるかのように命令できるという点で、オバマ大統領は従来の三権分立
制の枠組みに挑戦したという見方が示されている43。三権分立制において常に大統領の権限行使が
精査されコントロールされることに変わりはない44ものの、大統領の権限行使にいたるプロセス
においていかなる“裁量”がなされたのかは、その権限行使を政治的にそして法的に評価するうえ
で極めて重要な要素となることは明らかである。“裁量”が政治的目的においていかなる正当性に
よって担保されるのか、そしてそれは法により授権された範囲によるものなのか、これについて検
証がなされることで政策実現によってもたらされる規制国家の公的利益の評価が可視化されてくる
ことになる。それはまた、政権への評価であり、次の大統領を選ぶための重要なクライテリアにほ
かならない。
Ⅳ．大統領の裁量と権力分立
　大統領の権限行使においてその着手以前の縛りとしての議会の承認、着手後の法的規制としての
裁判所の判断、いずれも三権分立制における抑制と均衡における安全装置として機能しているが、
それはまた大統領の政策実現にとって障壁となりえるものでもある。オバマ政権においてもそして
トランプ政権においても、特に後者は実際に機能している。前者については、オバマ政権とトラン
プ政権では議会の政党が大統領の所属政党であるか否かという構成上の違いはあるが、所属政党の
如何にかかわらず議会の良識に基づいた“行政の長”に対する対応は、日本に比べて十分機能して
いるという印象を受ける。それゆえ、大統領の権限の行使に対して、事前の抑止力としての議会の
存在意義は大きい。
　裏を返せば大統領は、政策実現において常に議会の対応を念頭に置かなければならず、立法及び
司法のいずれのチェックをもクリアして成果を上げるための手腕が求められる。そしてその際重要
なのが、大統領の権限を行使する場合の権限自体をその性格によっていかに分類し、定義するかで
ある。そして、権限を行使するにしても、その権限は三権分立制において議会や裁判所との関係
でいかなる成果をもくろむものか、そしてその行使の着手の前後の段階で、議会や裁判所がいかな
るチェックとコントロールをしてくるのか、いかなる成果を目的とする権限の行使かは、まさに行
使に伴う“裁量”がどのようなものであるかにかかっているということになる。その意味で以下で
は大統領の権限自体についてその性格によっていかなる分類が可能か、そしてその権限行使と“裁
量”との関係を簡単に見ておくことにする。
43 梅川前掲註39、65頁。
44 同上66頁。
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１．“権力”観
　大統領が三権分立制による統治においていかなる役割を果たすべきかは、議会と裁判所との抑制
と均衡の関係でどの程度の制限のない権限を有し得るかという設問に大きくかかわってくるとされ
る45。ただ、行使される権限ごとに何に依拠するかは、“裁量”によって異なるが、結局無制限で
あるはずはなく、その範囲を特定するうえで権限自体の性格とその行使に対する法的な縛りすなわ
ち法による制限との関係を見極めていく必要があるとされる46。
　まずその前提として“権力”観に関する理解が必要となる。“権力”をどのようにみるかについ
ては、社会学的アプローチからのエリート主義と政治学的アプローチからの多元主義との論争が嚆
矢となるとされる47。前者は、政策形成の過程が少数の個人・団体の複合体によって決定されると
する理解で、後者は、政治的決定を行う権力は高度に分散されているとする理解である。論争の焦
点は、社会における権力構造のとらえ方を基礎に、権力行使の際の決定がどのようになされるのか
についてである。極めて高度なテーマであるが、軽率の謗りをおそれずに本稿の意図に沿ってそれ
を解釈すると、政治過程においてその参加者間での諸利益の取引をいかに効率的に行い自らに有利
な成果を導くかという関心事に収斂する。ここにおいて参加者とは、大統領の政策実現のプロセ
スにおいてかかわりをもつ機関と国民−−−利益集団のような個人とはいえない実体も含む−−−であ
る。
　大統領が政策を実現するうえでその権限の淵源は主権者たる国民にあるわけだが、その主権者の
信託が大統領の権限行使を決定的に正当化するものでもない。多元主義においてもエリート主義に
おいても政治過程において絶対的権限を有する存在の特定は困難であり、その意味においてはいず
れにおいても権力について十分な説明はできないとされる48。しかし、アメリカ大統領の権限をイ
メージするうえでは一定の意味を有していると思われる。大統領の権限自体をいかに現実に即して
立体的に捉え得るかが重要だからである。そして、大統領の権限行使については、三権分立制にお
ける抑制と均衡という統治システム上の問題と合わせて、その権限行使が何故なされたのかという
より直接的で感覚的な国民の関心とも大きくかかわり、それが権限行使の“裁量”の問題として具
体的に看取し得るからにほかならない。
２．大統領の権限の分類
　今日における大統領の権限行使とその“裁量”とのかかわりについては、アメリカ国民の大多数が
相対的に政府の活動としての“大統領の行動”について、その透明性に相当のフラストレーションを
45 See Cary & Christopher supra note 27 at 1591.
46 See id.
47 See e.g. Peter Bachrach & Morton S. Baratz, Two faces of Power, 56-4 The American Political Science Review 
947-952 (1962).
48 多元主義（多元論）についてはその議論が錯綜し混乱しているという指摘が以前からなされてきている。例えば、
曽根泰教、「多元民主主義論と現代国家」、『年報政治学1981現代国家のい位相と理論』32巻　117頁～ 149頁、
119頁参照（1981）。安易に取り上げること自体慎重性を欠くことにもなりかねないが、現在の大統領の権限につ
いて、参加の形態、決定作成の方法、権力構造という側面からの検討が可能であることから（同112頁）、あえ
でこのアプローチについても触れることとした。なお、このアプローチ自体についてはより詳細な検討が必要と
されるところである。
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抱いているという事実を無視することはできない。間接民主制とはいえ我が国の議院内閣制と比較し
て国民の意思がより強く反映されていることを考えれば、“大統領の行動”はできる限り国民が納得で
きるものでなければならない。それゆえ大統領の権限をどのように捉えるかは重要である。そして、
その捉え方において権限をその機能と性格に基づいて分類することによって、権限行使の“裁量”を
具体的にイメージし、規制国家における“行政の長”のあるべき姿の理解にもつながり得る。
　ところで、権限の分類作業においてスティーブン・ルークス(Steven Lukes)の視点は極めて示唆
的である。権力行使の仕方とそれによって得られる結果を行使する側と行使される側との関係から
みるもので、権力行使自体の性格を見極めるうえで有用なものとされる。ルークスば、①意思決定
の時点で相手に自らの利益になるような行動をとらせる、②決定の過程に注目し、決定がなされる
までの範囲を限定する、③自分に利する都合の良い考え方に誘導することによって、決定させた
り、決定させなかったりする力や社会構造やさまざまな社会の構成要素に根差した構造的力として
権力を捉え、権力とその行使の特徴を説明しようとしている49。彼の枠組みは、統治を含むあらゆ
る社会的及び政治的アリーナにおける権力を概念化しようとするもので、それをもとに大統領の権
限の行使を憲法や行政法の視点から分類しようとする考えが示されている50。
　そして、あえて大統領の権限行使を執政権と表現したうえでその特徴ごとに分けると、以下の3
つに分けられるとする51。すなわち、a.“命令”する権限(power to command)、b.“説得”する権
限(power to persuade)、c.“先延ばしあるいは着手しない”権限(power to defer)であるとされる。
これらの権限を政策実現のために巧みに使い分けることで、大統領はその地位と面目を維持するこ
とができる。ただし、この権限の行使もまた民主的な手続のもとで法的コントロールが及ぶもので
なければならないが、政治的意思決定が前提であるだけに、それをどのようにあるいはどの程度制
限すべきか、あるいは抑制すべきかという基本的な問題についての検討を回避することはできない
とされる52。
　3つの権限について簡単に整理しておくと以下のようになる。
　ａ．“命令”する権限
　権限の行使において最もスタンダードでダイレクトにイメージできるものであるが、いわゆる意
思決定とその実現をストレートに結びつけるもので、その実現の絶対性を担保する必要のある案件
について行使される。ただしその絶対性が正当性と一致するわけではない。またそれは一方的なも
のであってはならず、それゆえいわゆる行政手続法(Administrative Procedure Act)に基づいてそ
の命令によって不利益を受ける者は誰でも司法審査を受けることができ、裁判所は憲法上あるいは
制定法上の要件に違反する妥当性を欠く行為は適切な手続に由来した権限の行使ではなく、いわゆ
る“恣意的(arbitrary)”あるいは正当な根拠を欠いた“思いつき(capricious)”に過ぎないと判断す
ることができるとされる53。
49 See Steven Lukes, Pouer : A Radical View at 32 (1974).　また、風間規男、「規制から自主規制へ−環境政策手法
の変化の政治学的考察−」同支社政策研究第2号54頁以下（2008）参照。
50 See Cary & Christopher supra note 27 at 1592.
51 See id.
52 See id.
53 See id at 1593.
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　ｂ．“説得”する権限
　大統領がこの類の名目の権限を行使することについて、“言いくるめ(cajoler)”だとする批判的
見方54もある。しかしこれについてリチャード・ノースタット(Richard E. Neustadt)は、現実的な
インパクトの問題として、“説得”は大統領にとって重要事項に属し、目的の最大化を実現するう
えでの現実的権限として位置づけられるものであるとしている55。また、ジョン・キングドン(John 
W. Kingdon)は、大統領が単独でアジェンダを設定することができるが、その対象は行政部門にと
どまらず、議会や政府外にも及ぶものであることを前提として、“説得”の意義について言及して
いる56。
  この“説得”は、特に権力分立という制度の中での大統領の権限行使において、極めて現実的か
つ実践的なものとして位置づけられることは容易に理解されるが、それゆえその柔軟さから、“命
令”する権限のように何らかの意義のある方法によって法的縛りを加えることが困難なものである
という指摘もなされている57。
　ｃ．“先延ばしあるいは着手しない”権限
　裁判所、特に連邦最高裁が“裁量”で移送令状(writ of certiorari)や人身保護令状(writ of 
habeas corpus)を発付して、事件を自ら審査するということはよく知られている58が、検察官が自
らの訴訟上の合理的な成果を担保する手段として、告訴を延期したりいかなる容疑で告訴するか等
について“裁量”権を行使することもよくあるとされる59。その権限の行使が最良の結果を導くと
いう確信の下で戦略的に位置づけられていることは容易に理解できる。同様に、法の執行と並んで
政策上の成果を達成する手段60としてこの権限が最後の切り札として多用されるという指摘がな
されている61。特にオバマ政権においては、対議会、対裁判所、対国民という三重苦を回避する戦
術としてこの権限が多用された62。これは特に、政策に対する国民感情をできる限り和らげる効果
があったり、事後的な抑制としての裁判所の政策に対する不利な判断を回避する効果があるという
意味で、政策実現に不利な環境にあったオバマ政権にとっては極めて重要な役割を果たすもので
あったとされる63。
　この権限の行使は、積極的な政策実現というよりも、自らが置かれた政権運営における環境に合
わせて、他の意思決定主体すなわち議会、裁判所、国民との間での交渉の切り札(bargaining chip)
としてソフトランディングを目論むという意味で、より法的縛りになじまない特徴を有している64。
54 “cajoler”という言葉は、大統領の任免権限について連邦最高裁において争われたケースにおける反対意見で、
大統領が“cajoler-in-chief”の地位にあるという直接的に大統領を貶めるような表現が用いられたことに由来す
る。See Free Enterprise Fund v. Public Co. Accounting Oversight Board, 561 U.S. 477, at 501-02 (2010).
55 See Richard E. Neustadt, Presidental Power and The Modern President at 30 (Free Press1991).
56 See John W. Kingdon, Agendas, Alternatives, and Public Policies at 23 (2011). Also see Cary Coglianese & 
Daniel E. Walters, AAgenda-Setting in Regulatory State: Theory and Evidence, 68 Admin, L. Rev. 93 (2016).
57 See Cary & Christopher supra note 27 at 1593.
58 See e.g. H.W.Perry,Jr., Deciding to Decide: Agenda Setting in the United States Supreme Court at 236 (1991).
59 See id at 1594.
60 See Perry, supra note 58.
61 See Cary & Christopher supra note 27 at 1594.
62 See id.
63 See id at 1595.
64 See id at 1594.
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それはまた、表現を変えれば“意図的に”妥協点を前提とした本来の政策実現とは異なる政策の部
分的実現、厳密には政策変更をも意味することにもなりかねない。表面的に政策実現に着手し一定
の成果を得たと見せかける手法であるということもできよう。その意味でまさに政治的である。オ
バマ大統領の移民政策は、まさに本来執行すべき法的措置を一定の条件の下で行わないと宣言する
ものであったが、その時点でこの権限を行使したものと解されるとされる65。
　ところで、この権限については、大統領が“先延ばしにする”とか“着手しない”とかいう判断
をすれば、法の執行をしなくてもよいというものではない。法の執行について是か非かを決定する
方法自体明確であるとは言えないとされる66。しかも、議会が制定法によって権限の行使に制限を
加えることは三権分立制の下で技術的に可能であり、大統領とねじれ関係にあるのであれば当然正
攻法としてかような手段をとることは容易に想像できる67。それゆえ、権限の行使に関しては、その
前提として、制定法が権限行使に絶対的な“裁量”権を与えていない限り、権力相互のバランスを
慎重に判断する必要があり、望んだ成果を容易に得ることができる権限行使は難しいとされる68。
３．三権分立制と大統領の権限行使における“裁量”
　三権分立制による抑制と均衡において大統領の権限の行使は、立法上の原理と司法審査によって
事前・事後の両方でコントロールされる構造的宿命を負っている。そしてその宿命の下で、自ら
の権限行使の成果を最大化することによって、大統領たる国家元首の地位を維持しなければならな
い。議会及び裁判所に対して大統領の影響力を及ぼす手段も用意されているが、一般的に理解され
ているほど強力な権限を行使し政策を実現できるというほどの安定した立場でもない。それゆえ上
にみたように、3つの性格、手法に分類される権限行使を駆使して成果の最大化を模索していると
いうのが、今日の大統領の実態であるといってもよいであろう。
　“命令”は3つのうちで最も直接的な強制力を有しており、それは法的根拠に基づいているがゆ
えに、法的効果を伴う拘束力をも有している69。ただし、“命令”する権限を有していることだけ
で意図した成果が担保されるわけではない。あくまで、その前提として立法上の原理に縛られる。
そのような不自由を回避するために行使されるのが、“説得”の権限である。この場合、基本的に
相手方の同意、承認が前提で、強制的色彩は極めて薄い70。ただしそれによって成果を得るために
は、相互理解が成り立ち得る環境が必要であり、両者の間にねじれ等がある場合には困難は避けら
れない。そしてそれら2つの間に位置するのが“先延ばしあるいは着手しない”権限であるとされ
る71。
　そもそも連邦憲法は“行政権”あるいは“執政権”を大統領に帰属せしめている。それに基づい
て制定法はより具体的な権限を行政官に付与してきたわけであるが、最終的な責任は大統領に帰属
65 See id.
66 See Cass R. Sunstein, Reviewing Agency Inaction After Heckler v. Chaney, 52 U. Chii. L. Rev. 653 at 670 (1985).
67 See Cary & Christopher supra note 27 at 1594.
68 See Sunstein supra note 66 at 627-73. 
69 See Cary & Christopher supra note 27 at 1596.
70 See id.
71 See id.
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する。それゆえ3つの権限行使をいかに組み合わせ高いパフォーマンスを生み出すかは、大統領の
“裁量”と深くかかわっている。そしてそれはさらにより下位の行政部門におおいてなされる“裁
量”の限界ともなりえる。まさに権限行使の“裁量”の範囲を見極めること、すなわちどこまでが
法的拘束力が及び、いかなる根拠でそれが及ばない“裁量”を正当化し得るのかが、大統領の権限
行使の成果としての政策実現と国民の利益の接点を具体的に可視化するうえでの必要条件であるこ
とは明らかであろう。三権分立制において大統領がいかなるバランス感覚もをもって自らの“裁
量”権を行使するかが、行政における成果を見極めるうえでも極めて重要な試金石となりうること
は確かである。
Ⅴ．結び
　今日の規制国家においていわゆる“行政の長”が行使する権限は“執行権”なのか“執政権”な
のかという問題について、国民が何を国家に求めているのかという視点から、民主国家の権力分立
制における行政の目的と大統領のリーダーシップを具体化する前提となる“裁量”について法的拘
束とのかかわりでどのようにとらえるか精査することでその解決の糸口が見いだされ得るように思
われる。
　ただ、本稿においては見込みにも至らない程度の検討にとどまってしまった。切り口として、大
統領の権限の行使を執政権のニュアンスとのかかわりからアプローチすることで、権力分立制にお
ける大統領のような“行政の長”の権限の特質を見出し、それが今日の規制国家においていかなる
正当性をもって機能し得るのか、またそもそもその正当性をどのようにして裏付けるのかについて
掘り下げて考えていかなければならないことは明らかであると思われる。ともすると今日の民主的
国家は、国民の利益の最大化を建前として“行政の長”の権限がその本来の目的から乖離し特定の
目的や利益の獲得の具に豹変するリスクが常に存しているという印象を否定できない状況にあるだ
けに、その状況を民主的にいかに改善していくかは極めて重要な課題である。何が国民の利益の本
質で、いかにそれを実現するか、そのために“行政の長”は自らの権限をどのように行使するべき
か、それをいかに法的にコントロールするかは、まさに権限行使にかかわる“裁量”を民主的にコ
ントロールする手段の具体的検討にほかならない。
　その意味で、本稿ではアメリカの大統領の“裁量”に注目したわけだが、それもまた複雑な行政
のシステムにおいては、象徴的なものに過ぎないということもできる。実務的な行政権の行使とい
うより広い視点からの“裁量”を大統領の政策実現における“裁量”とのかかわりで詳細に検討す
ることが、今日における規制国家の目指すべき方向性を見極めるうえで必要とされることも確かで
ある。この点についての検討にまで至ることはできなかったが、稿を改めて、不十分だった問題点
の整理を含めた考察を行いたいと考えている。
